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研究成果の概要（和文）：本研究は、プラットフォーム就労に対して、労使関係と法的規制という二つの側面か
らどのように各国で保護がなされているのかを分析してきた。労働法だけではなく、労使関係の側面において
も、企業別労使関係が定着している日本と韓国で大きな違いがあると確認できた。法改正が新しい就労層の拡大
に追い付いていない中で、労使関係によるプラットフォーム就労の保護が重要であることが示唆される。

研究成果の概要（英文）：This study analyzed how protection is provided for platform employment in 
each country from two perspectives: labor law and industrial relations. This research found there 
are differences not only in labor laws but also in the realm of industrial relations between Japan 
and Korea, where company-based industrial relations are well-established. This study underscores the
 importance of safeguarding platform employment through labor unions, as the evolution of labor law 
has not kept pace with the expansion of gig workers.

研究分野：政治学

キーワード： プラットフォーム労働　労使関係　法的規制　労働法　資本主義の多様性

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
ウーバーイーツに代表されるプラットフォーム就労の拡大によって、労働環境の大きな変化が見られている。こ
うした就労層は、労働契約を前提とする労働規制や社会保障制度に包摂されないため、脆弱な労働環境にさらさ
れる人が増えている。本研究は、こうした就労層をいかに保護するのかをめぐる対立が各国にどのように行われ
ているのかを研究する。新しい働き方をめぐる対立が激しくなると思われる中で、本研究の社会的意義は大きい
と言える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

プラットフォーム企業の成長は、これらの問題を一気に社会化する契機となった。配

車サービスのウーバー、SNSの Facebook、民泊サービス Airbnbといったプラットフォ

ーム企業は、生産者と消費者をマッチングさせ、両者の相互の関わりを促進するための

存在として、供給の新たな源泉を開拓するとともに、需要側の評判を取引に反映させる

ことができる。企業は、これらのメリットを活かして、従来の企業よりもはるかに急成

長を達成している（Parker eds. 2016=2018: 第 1章）。こうした企業の成長によって、そこ

で働く人の地位と待遇が論点となっており、その代表的な例が、次に挙げるウーバータ

クシーをめぐる対立である。 

ヨーロッパ諸国では、ウーバータクシーの運転手が自営業者なのか、労働者なのかと

いう論点が係争の対象となっている。自営業者と判断されれば、使用者が負っている社

会保険の費用負担や労務管理の責任はなくなるのに対し、労働者と判断されれば、社会

保険の負担や労務管理の責任が使用者側に課されるだけでなく、労働者側の団結権も認

められるようになる。裁判所においては、労働者性を認める判決もあれば、自営業者と

下す判決もあり、各国内でもヨーロッパ全体でも依然として明確な結論に至っていない。 

こうした状況下で、プラットフォーム労働は、新しい労使関係と社会政策の必要性を

提起している。AI や ICT のさらなる発展にともなってプラットフォーム労働がますま

す増えると予想されているため、これへの対応が求められており、すでに各国の対応に

違いが生じている。フランスでは、2016 年 8 月に労働法改正によってプラットフォー

ム労働者の権利が規定され、プラットフォーム労働者の団結権が認められるようになっ

た。しかも、ドイツでは、政策的な動きとは別に、ドイツの産別労組 IGメタルはプラ

ットフォーム労働者の包摂に力を入れている（Vandaele 2018; 19）。その一方で、韓国で

は、自治体レベルでプラットフォーム労働者の社会保険料を負担する議論が始まったば

かりで、いまだ具体的な取り組みには進んでいない。日本でも、厚生労働省の下で「柔

軟な働き方に関する検討会」と「雇用類似の働き方に関する検討会」が設置され、この

問題についてようやく検討が始まった段階である。 
 
２．研究の目的 

プラットフォーム労働という新しい労務提供方式が広がっているため、従来の雇用関

係を前提とした社会保障システムと労働法規制によってカーバーできない労働者が増

加している。プラットフォーム労働は、ウーバーに代表されるデジタルプラットフォー

ムの媒介によって労務提供が行われるものであり、労務提供は労働者ではなく、委託先

としてなされてきた。いわゆる「雇用関係によらない働き方」である。こうした働き方

の増加によって、低賃金、長時間など劣悪な労働環境が問題となっているが、これらの

労働者は、従来の社会保障システムや労働法規制から保護されない。この問題に関して

ヨーロッパを中心に盛んに研究が行われており、各国の政策的対応と労働組合の取り組

みにも大きな違いが確認されている（Degryse 2016; Vandaele 2018; Gillespie 2010）。

しかし、日本においては、この問題についてまだ研究が進んでいない。本研究では、プ

ラットフォーム労働の拡大によって、各国の労使関係や社会保障システムがどのように

機能不全に陥っているのかを確認し、この問題に対するヨーロッパの取り組みと日本お

よび韓国のそれとの違い、ならびに、日韓の違いはなぜ生じているのかを明らかにする。 



 
３．研究の方法 

プラットフォーム労働という新しい働き方が無視できないほど増加しているなかで、

これへの対応で先行している独仏と日韓、および、日韓間での違いを政治学、経済学、

法学の観点を組み合わせながら多角的に分析することにある。プラットフォーム労働に

ついては、政治学だけではなく、労働法、経済学、経営学からも研究する必要性がある

が、日本においては、労働法を中心に研究がなされており、学際間の研究が進んでいる

とは言えない。本研究は、上述した研究分野の専門家で研究チームを構成し、海外の動

向に関する文献調査や専門家のインタビュー調査に加えて、当事者のインタビュー調査

を行う。 
 
４．研究成果 

研究代表者と研究分担者による多数の研究成果が発表された。研究代表者による「『新

しい働き方』における集団の意義 : 韓国 20年間の軌跡からの示唆」の他に、分担者そ

れぞれによる「非正規雇用と労働条件の集団的規律」「データ産業生態系と労働の分化【韓

国語】」「仕事の実績の緩やかな搾取と抵抗：フリーランスの共同体における日常的コミ

ュニズムをめぐる摩擦」が発表された。政治学、労働法、経営学、経済学という多様な

学文分野からプラットフォーム労働に関する分析の成果が生まれた。他にも本科研の成

果として、論文 10本以上が刊行された。 
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